

























( 1 ) Hypervariable ʻminisatelliteʼ regions in human DNA, Alec J. Jeffreys, Victoria Wilson &
Swee Lay Thein, Nature, 314, 67-73 (1985).




























このような DNA 型の分析方法には、DNA をある種の制限酵素で切断
することによって生じるDNA断片の長さが個人によって異なることを利
2 (440)
用した制限酵素断片長多型 (RFLP) 法 (以下「RFLP 法」という。) と
二種類の試薬 (プライマー) と DNA合成酵素を用い特定の DNA断片を











塩基対からなり、人によって 12〜47回 (以前は 14〜42回とされていた。)















































これらの二方法は、いずれも PCR 増幅によって目的とする DNA の数
のDNA型検査法」科学警察研究書報告法科学編 56 巻 1 号 27頁 (2006)。↘
( 3 ) 押田茂實=岡部保男『Q&A見てわかるDNA型鑑定』15頁 (現代人文社、2014)。
( 4 ) 日本弁護士連合会人権擁護委員会編『DNA 鑑定と刑事弁護』57頁参照 (現代人文社、
1998)
( 5 ) なお、1.3-2 型および 2-2 型は観察されていないとされる、日弁連・前掲書 57頁。
( 6 ) 若原正樹「科学的証拠―― DNA 鑑定」『刑法・刑事訴訟法』龍岡資晃編集 (現代裁判
























り返した部分 (塩基数で 300〜400 塩基) としており、MCT118 型検査法







の STRの型について同時に検査を行う方法 (マルチプレックス STR型検
( 7 ) 松井由起夫「警察における DNA 型鑑定及び DNA 型データベースについて (上)」警
察学論集 70 巻 6 号 142頁 (2017)
( 8 ) 笠井ほか・前掲論文 27頁。







マルチプレックス STR検査方法は、まず、試料から精製した DNA を











































































1992 (平成 4) 年 4月に都道府県警察の科学捜査研究所 (室)(以下「科
捜研」という。) が行う DNA 型鑑定について、「DNA 型鑑定の運用に関












1996 (平成 8) 年 12月には、より陳旧な DNA 型鑑定試料から型判定




その後、2003 (平成 15) 年 8月には、検査試薬が市販されなくなった
ことからHLADQα型検査及び PM検査を中止し、フラグメントアナライ
(18) DNA型鑑定体制が整備されていない警察からの鑑定嘱託を科学警察研究所又は体制が
整備されている警察本部が実施できるよう 1992 年 8月に「DNA型鑑定の嘱託に関する要
領の制定について」(平成 4 年 8月 24日丁鑑発第 173 号) が通達されている。1995 (平成
7) 年までに器機等の整備が完了して全国でのDNA型鑑定制度が整った。
(19) 藤田義彦「DNA 型鑑定における精度管理〜誤鑑定の防止策〜」犯罪学雑誌 77 巻 5 号
133頁表 1 によれば、これら各検査の日本人における出現頻度は、出現頻度が最も高い型
の組合せの場合、MCT118 型検査で約 16 人に 1 人、HLADQα 型検査で約 6 人に 1 人、
TH01 型検査で約 5 人に 1 人、PM検査で約 53 人に 1 人であり、これら 4種類の検査法を
合わせた場合でおよそ 2万 5000 人に 1人であった。
8 (446)







2006 (平成 18) 年 10月には、アイデンティファイラーキットを導入し
た STR型検査法が導入され、15座位の DNA型とアメロゲニン座位によ
るDNA型鑑定が可能となった。
2008 (平成 20) 年 4月から Y染色体 STR型検査法が導入され、男性
のみに存在する Y染色体上の STR型検査が可能となった。
2010 (平成 22) 年 10月、DNA 型鑑定資料及び鑑定書等をより一層適
切に取り扱い、将来の公判等における鑑定結果の信頼性を確保するため、
全国の警察署に冷凍庫を整備することに合わせ、「DNA 型鑑定の運用に
関する指針の改正について」(平成 15 年 7 月 7 日丙鑑発第 13 号) が
「DNA 型鑑定の運用に関する指針の改正について」(平成 22 年 10月 21
日丙鑑発第 65 号・丙刑企発第 90 号) に改正され、あわせて「DNA型鑑
定の運用に関する指針の運用上の留意事項等について解釈等について (通








(20) これによりTH01 型検査は STR型検査法の一つとして組み込まれることとなった。
(21) ｢DNA型鑑定の運用に関する指針の改正について (通達)」(平成 15 年 7月 7日丙鑑発
第 13 号) 及び「DNA 型鑑定の運用に関する指針の解釈等について (通達)」(平成 15 年
7月 7日丁鑑発第 534 号)。後者では、「このたび、警視庁及び各道府県警察本部の科学捜
査研究所 (以下「府県科捜研」という。) にフラグメントアナライザーを整備し、これを
用いた短鎖 DNA 型鑑定法を導入すること、また、DNA 型鑑定が府県科捜研に導入され
てから 10 年を経過し、信頼性が定着してきたこと、さらに、将来的な DNA 型検査技術
の急速な進歩に対し、柔軟に対処することを目的として指針を改正したものである。」と
している。

















と指摘されたことから、2016 (平成 28) 年に「DNA型鑑定の実施におけ
























る留意事項について (通達)」(平成 28 年 1月 27日丁鑑発第 75 号、丁刑





また、警察庁における DNA 型鑑定業務については、2011 (平成 23)
年に発出された「警察庁における DNA 型鑑定業務の実施について(通
達)」(平成 23 年 2月 3日付け丙鑑発第 6 号ほか。) により実施されてきた
が、2015 (平成 27) 年に「警察庁における DNA 型鑑定業務実施要領の








警察庁訓令 8 号) が制定され、被疑者の身体から採取された資料や犯罪現
場等に被疑者が遺留したと認められる資料のDNA型記録を組織的に作成、
管理する DNA 型データベースの運用が開始された。この「DNA 型記録
取扱規則」及び「DNA 型記録取扱細則」は、いずれも 2011 (平成 23)
年に「DNA 型記録取扱規則の一部を改正する規則及び DNA型記録取扱
細則の一部を改正する訓令の制定について (通達)」(平成 23 年 2月 3日









http : //www.npa.go. jp/pdc/notification/keiji/kanshiki/kansiki20160127.pdf
(25) http : //www.npa.go. jp/pdc/notification/keiji/kanshiki/kansiki20150331.pdf
(26) http : //law.e-gov.go. jp/htmldata/H17/H17F30301000015.html
↗
(27) 改正の要点は、(1)犯罪鑑識官による被疑者 DNA型記録の作成 (改正後の規則第 3条
及び改正後の細則第 1 条関係)、(2)鑑定嘱託の特則 (同規則第 4 条関係)、(3)被疑者
DNA 型記録の整理保管 (同規則第 5条関係)、(4)犯罪鑑識官の保管する遺留 DNA 型記
録との対照 (同規則第 6条関係) である。
11(449)
刑事手続におけるDNA型鑑定の現状と課題
また、2012 (平成 24) 年に「DNA型データベースの抜本的拡充に向け
た取組について」(平成 24 年 9月 10日丁鑑発第 906 号、丁生企発第 469
号、丁刑企発第 154 号、丁企分発第 112 号、丁交企発第 121 号、丁備企発
第 191 号、丁外事発第 184 号) により、「捜査手法、取調べの高度化プロ












http : //www.npa.go. jp/pdc/notification/keiji/kanshiki/kansiki20110203-1.pdf↘
(28) http : //www.npa.go. jp/pdc/notification/keiji/kanshiki/kansiki20120910.pdf
↗







公刊物に登載された最初のものは、水戸地下妻支判平成 4 年 2月 27日判例時報 1413





て、遺留物などに付着していた唾液・精液から判明した血液型 (ABO式) および DNA
型 (MCT118 型、YNH24 型、CMM101 型、HLADQα 型) は、被告人から採取した血液
のそれといずれも同型であり、精液および DNA型を示す日本人の出現頻度は、1件の強
姦致傷事件については 1600万人に 1人、もう 1件の強姦致傷事件については 7000万人に
1 人という確率であるとした。ただ、この事件では、弁護側が鑑定書の証拠採用に同意
(刑事訴訟法 326条 1項) していたこともあり、その証拠能力や信頼性について判断され
12 (450)
DNA型鑑定結果の証拠能力及び証明力が主たる争点として最高裁まで
























致した (以下、この鑑定を「本件 DNA 型鑑定」という。)。両者の血液型も、ABO式及
びルイス式で一致しており、このようにDNA型及び血液型が一致する者の日本人におけ
る出現頻度は 1000 人中 1.2 人程度であった。控訴審に至って、123マーカーを用いた型判
定では、型番号がMCT118部位における塩基配列の反復回数をダイレクトに示すもので
はないことが判明したが、その後使用されるようになったアレリックマーカーを用いた型







これに対して、被告人側から控訴がなされ、東京高判平成 8 年 5月 9



























平成 14 年 12月 25日に再審請求がなされた
(31)
。平成 20 年 2月 13日、再審
請求は却下されたが、この決定に対する即時抗告において、東京高決平成














そして、再審公判において、宇都宮地判平成 22 年 3月 26日判例時報








を使用したMCT118部位のDNA型が 18-29 型であって、123マーカーによる 16-26 型に






ら抽出した DNA を市販の検査キット (Identifiler(R)、MiniFiler(R)、
Yfiler(R)、PowerPlex(R)SE33) を使用して PCR 増幅し、キャピラリー
電気泳動法を用いて、複数の STRを自動化された解析装置で検査して型
解析を行った結果、常染色体上の 16 個の STRで 14 個の型が異なり、Y






















































を開始する決定がなされ (東京高決平 24 年 6月 7日高刑集 65 巻 2 号 4頁)、その後の再
審公判において、一審の無罪判決を支持し、検察官からの控訴を棄却する旨の判決が下さ

































た 3 つの DNA 試料液について、STR 型検査等を実施したところ、そ
れぞれ 14座位の STR型とアメロゲニン型が科捜研鑑定と一致したもの
の、1 座位で、科捜研鑑定と合致する 2 つの STR 型に加え、これと異
なる 3 つ目の STR 型を検出した」と説示した。そして、「本件鑑定は、
18 (456)
15 座位の STR 型の検出状況等から、本件資料は 1 人分の DNA に由来
し、被告人の DNA 型と一致する、上記 1 座位で検出された 3 つ目の
STR型は、男性生殖細胞の突然変異に起因すると考えられ、他者のDNA
の混在ではない」とした。そのうえで、原判決が、「一般には、資料が 1
人分の DNA に由来すれば、1 座位に 3 種類以上の STR 型が出現する
ことはないのに、本件鑑定で、上記 1 座位において、3 種類の STR 型
を検出し、かつ、本件資料がマンションの通路上という他者の DNA の




料から抽出した 3 つの DNA 試料液の分析結果に基づいて、15 座位で、
それぞれ 1本又は 2本の STR型のピークが明瞭に現れ、かつ、そのピー
クの高さが 1 人分の DNA と認められるバランスを示していると説明す



















































































型 (STR型及び Y-STR型) の判定は、ヒトの細胞の常染色体又は Y染色体の特定の座位




























(37) 松井・前掲論文 (下) 163頁。
(38) 横浜地判平成 24 年 7月 20日判タ 1386 号 379頁は、殺人、強姦致死被告事件において、
DNA型鑑定を唯一の証拠として被告人の犯人性を認定した。本件での争点は、被害者の































れを踏まえて DNA 型鑑定の実施方法や DNA 型鑑定の評価等について
複数の専門家の証人尋問などの証拠調べが実施され、論告・弁論等から
(39) 東京高判平成 29 年 8月 3日 LLI/DB 判例秘書登載 (L07220370) は、米軍基地で勤務



















(40) 広島高判平成 26 年 1月 20日 LLI/DB判例秘書登載 (L06920047) は、交際相手のAに
対する怨恨から、Aら家族に危害を加えようと考え、A方ベランダ側掃き出し窓から侵入








刑訴法 1条及び憲法 32条、37条 1項にも違反するとして争った。控訴審判決では、「本件
では、裁判員に対し、第 1回公判期日及び第 4回公判期日で、検察官・弁護人の各冒頭陳
述により、DNA型鑑定の意義や、この点に関する判断に当たって問題となる事項等につ
いて複数回にわたり的確な説明がされており、その後、裁判員は、各冒頭陳述で示された
ところを踏まえて証拠調べに臨むことができたと見ることができる。また、本件では、
DNA型鑑定の実施方法や、DNA型鑑定の評価等について、複数の専門家の証人尋問が、
複数期日にわたり、相当の時間をかけて実施されてもいる。そして、裁判員が、このよう
な経緯の下で、専門家の証人尋問によってDNA型鑑定に関する科学的な知見をも得るな
どした上、論告・弁論等も踏まえつつ、本件における DNA型鑑定についての評価の在り
方等を把握して評議に臨み、その後、十分な評議がされたことについて、特段疑いを生じ
させるような事情はうかがえない」として、被告人側の主張を斥けている。
24 (462)
